チャランケ通信　第71号　2014年7月7日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹

　七夕の日に、どんな夢を託しても叶わぬことと嘆く勿れ
　7月に入って最初の通信、何と7月7日の七夕と重なっている。何か実現して欲しい夢があれば、と思ってもなかなか直ぐには思い浮かばない。特に政治の現実を見るにつけ、何を思っても詮無いことだと思ってしまう今日この頃である。でも、あきらめてはいけないのであって、問題はこれからだ。国民への信頼を土台に、政権交代ある民主主義の定着を追求し続ける以外にない。朝日新聞の世論調査を見る限り、集団的自衛権の解釈問題には批判的なのだが、政権への支持は横ばいになっており、自民党の支持率(35%)だけが抜きんでていても、国民の多く(46%)は支持する政党を失っているのが現実だ。
　アメリカ雇用統計、量的には好調だが、就業放棄者は多数存在
　さて、何時ものように経済の話、とりわけ海外の動きからから入ってみたい。アメリカの6月の雇用統計が発表され、市場からは好感をもって受け止められたのだろう、4日のニューヨーク・ダウの株価が17,000円の大台を突破したようだ。特に非農業部門新規雇用者増加数は事前予測を大きく上回る288,000人増で、失業率も6.1%と前月より0.2%下げている。イエレン議長は雇用の質を問題視するだけに、この数値だけで直ちに楽観視するには至っていないようだが、表面的なデータから見る限りアメリカ経済の好調さには申し分なさそうだ。ただ、労働参加率が62.8%と4月5月と変わっておらず、かつての1990年代のような66~67%台にまで回復しておらず、就職をあきらめた人が多いことを物語っているようだ。この諦めた人たちが求職に動くまでは、議長は金融引き締めへの転換=利上げには踏み切らないだろうと予想されている。あと4~5%の就業者数の増加とは半端な数字ではなく、どのような産業部門で雇用を増大させていくのだろうか。やや気になるポイントではある。
　また、288,000人も雇用が増えたとしても、そのうち275,000人はパートタイマーであり、雇用改善→賃金水準の引き上げにはなかなか直結していないわけで、利上げ時期が早まると見る向きは少ないようだ。もっとも、フィナンシャルタイムの社説(7月4日付日本経済新聞電子版)によれば、国際決済銀行(BIS)は「中銀は早期に利上げし、バブルの再発を食い止めよ」と主張したという。イエレン氏はそれを無視したようで、フィナンシャルタイムスはそれを当然のことと評価している。

ここには、バブルを未然に防げるという「BISビュー」と、防ぐことはしないでバブル崩壊した後できちんとした対策を取るべきだ、とする「FEDビュー」の金融政策のスタンスの違いが続いているのかもしれない。 いずれにせよ、イエレン議長は2015年秋までには利上げに向けて突き進んでいくことに間違いなさそうである。
EU経済の根本問題、金融政策と財政政策の不一致で、ドイツ一人勝ち。財政で「地方交付税」による地域間再分配が必要
アメリカ経済が好調なことに比べて，ＥＵ経済の停滞(特に物価上昇率の低下)が目立つ今日この頃である。デフレの危険性に対して、EUも量的緩和を取るべきではないか、というIMFのラガルド専務から圧力が加えられている始末なのだ。ドイツを除いて、全般的に景気の停滞が続いており、一部には日本がデフレに突入したときと同じような状況が出始めているとささやかれ始めている。やはり、EU経済の最大の根本的な問題は、金融政策はEUに一本化していながら(通貨公権)、財政政策(課税公権)はそれぞれの国に委ねられており、単一通貨ユーロの価値がEUの平均で決まるため、ドイツのような競争力のある国にとってみれば、何時もユーロ安で国際競争力が安定的に強くなっているのに対して、ギリシアを始めとするPIIGS諸国ではいつもユーロ高に悩まされているのが実態である。かつて日本経済が円高で苦しめられた時と同じ状態にあるわけで、デフレへの転落の恐怖を取り除けるかどうか、今後の大きな課題であろう。
ドイツがデフレの危険性を語らないのは、ヒトラー時代だからか
デフレの恐怖という問題で興味深いのは、ドイツがインフレの恐怖については第一次世界大戦後のハイパーインフレ時代に触れて、その危険性を指摘することが多いのだが、デフレの時代に言及することが少ない。その背景について、ある識者は、デフレからの脱却に戦時経済への移行やアウトバーンの建設など、ヒトラーの果たした役割が大きかったためあまり触れたくないのではないか、という解釈をしておられたのが妙に印象に残っている。日本の経験からすれば、ハイパーインフレも問題なのだが、デフレが20年近く継続したことも、なかなか大変なことだったことも確かである。
　やっぱり買い増ししていたGPIF、株価対策(?)如何なものか
さて、7月4日GPIF(年金積立金管理運用独立行政法人)は、3月に国内株を約2,500億円買い増したと発表した。どうやら、今年秋9月、ポートフォリオを変えていくための作業に、早くも動き始めたと見ていいのだろう。おそらく、4月以降も買い増しを継続しており、日本国債の比率を現行12%から20%も視野に拡大し始めているものと見られている。なにせ129兆円もの巨額の資産を保有する世界最大の機関投資家でもあるだけに、小回りが利かないことも事実であろう。さらに、厚生年金と統合する共済年金の積立金の運用も、GPIFと同じ比率にするべく動き始め、その買い増しの動きは、信託銀行の買い越し実績に表れており、売却したのは他の金融機関や個人となっている。GPIFが株式購入を増やすことは、何かの資産を売却せざるを得ないわけで、それが日本国債であることは間違いないだろう。日銀にとっても、異次元の金融緩和の円滑な進展にとって好都合だったことは言うまでもあるまい。
やはり予想通り、株価の上昇がGPIFの買い入れによって進んだことが裏付けられたのだが、3月から買い増しを始めたとは驚きではある。その時点ではまだ新しい運用を決定する人選が、国会の承認すら得られておらず、かなりの政治的圧力があったのではないか、という邪推も成り立ちうるのだ。とにかく、この安倍内閣は株価に対する異常な執着心を持っており、インサイダーとしての政治家(主として経済閣僚)の発言には、十分に注意を喚起する必要がありそうだ。
そこそこの経済成長と再分配政策で、所得代替率50%は維持可能
年金に目を移してみたい。前号で今回の財政検証の8つのケースについてそれぞれの前提を置いての数値を見てきたのであるが、結論的には政権の予定している経済成長率が、労働市場への参加が進むという軌道に乗り、そこそこの経済成長率を確保すれば、所得代替率は低下するものの、何とか50%を維持することができるのだ。一方、成長率も低く、労働市場への参加も進まないケースでは所得代替率が50%を切ってしまい、このままでは何らかの改革をしなければならなくなることを示していた。それだけに、当たり前のことなのだが今後の政府の進める政策のかじ取りが極めて重要になってくる。
ただ言えることは、マスコミなどが年金財政の不安を煽ったりしているが、そこはきちんとした経済運営が行われれば、何とか少子高齢社会を乗り切ることが可能であることは強調しておく必要がある。
注目すべきは、3つのオプション、これこそ政治の出番なのだ
今回の財政検証では、メインシナリオともいえる8つのケースとは別に3つのオプションでの試算が出されている。オプション一として、物価や賃金の伸びが低い場合でも、マクロ経済スライドによる調整がフルに発動される仕組みにした場合であり、オプション二としては被用者保険の更なる適用拡大を行った場合であり、オプション三は、高齢期の保険料拠出が年金額に反映する仕組みを導入した場合、即ち現在の40年(20~60歳)から45年(20~65歳)に延長し、納付年数が伸びた分に合わせて基礎年金が増額する仕組みに変更した場合である。
最初のマクロ経済スライドの適用は、少子高齢社会を乗り切るうえでどうしても必要なことであり、その上でオプション2と3を組み合わせることができれば、所得代替率の向上や年金支給金額の改善効果は大きくなる。とくに、オプション2の被用者保険の拡大とは、パートの厚生年金の適用拡大であり、三号被保険者問題の解決にもつながるのだ。前回指摘したマクロ経済スライドを適用すれば、厚生年金の報酬比例部分よりも国民(基礎)年金部分に大きな比率で減額させられることへの対策として、十分検討していくべき解決方法だと言えよう。もちろん、そのためには反対する企業の方たちの抵抗をどのように撥ね退けていけるのか、政治の出番なのだ。
マクロ経済スライドで基礎年金減額、更なる税投入が可能か
もちろん、基礎年金部分に対する税金の更なる投入という方法も考えられるのだが、3分の1から2分の1への税の投入が、10年以上かかってようやく実現できたのも、消費税率の引き上げが実現できたからに他ならない。今後、税の引き上げ分をさらに年金に充当していける余裕があるのだろうか。残念ながら、年金だけでなく医療や介護、更には子育て対策など、今後重視していくべき課題が山積しており、年金よりも優先度は高い。であるとすれば、パートタイマーの厚生年金への適用拡大や65歳(45年間)までの保険料の拠出の延長による国民(基礎)年金の引き上げこそが、今後の大きな課題になるのではなかろうか。
基礎年金全額税方式、賦課方式から積み立て方式、世代間格差問題など、引き続き検討したい
最近また年金問題を新聞や雑誌などで取り上げられることが多くなってきた。そうした中には、すでにフィージビリティに欠けているが故に、実質的には破たんした考え方だと思われるのに基礎年金全額税方式を唱えたり、あるいは賦課方式から積立方式に切り替えようとされるなど、もはや問題点が出尽したものが再度取り上げられ始めているようだ。マスコミがこのような俗説を取り上げて、国民に誤った印象を与えていることは問題だと思われる。それゆえ、これらの問題点や年金の世代間の不公平問題など、次の号以降で検討してみたい。
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